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ま	 え	 が	 き 

 

 

	 	  

企業や労働組合等が賃金制度を検討する場合、同一業種や同一規模の企業の賃金水準等

を参考にすることも多く、関連する各種統計資料の情報が必要とされています。 

大企業については、行政機関や民間研究機関等で各種の調査が実施され、調査結果が公

表されているものの、企業数の大半を占める中小企業については、必ずしも十分とはいえ

ない状況です。 

このため、東京都では、従業員が 10人～299人の都内中小企業を対象とした賃金につい

ての調査を毎年実施しており、本冊子は調査結果を取りまとめたものとなっております。 

調査の内容は、「賃金」、「賞与」、「諸手当」、「初任給」、「モデル賃金」等で、「退職金」

と「労働時間」については、隔年で交互に調査しており、本年は「退職金」について調査

しました。 

本調査結果が、労使の皆様方をはじめ多くの方々に、賃金を含めた労働条件を検討する

際の参考資料としてご利用いただければ幸いです。 

また、労働相談情報センターは都内６か所にあり、賃金だけでなく広く労使関係全般に

わたる相談に応じていますので、あわせてご利用いただければ幸いです。 

終わりに、本調査の実施にあたり、お忙しい中ご協力をいただきました企業及び関係者

の皆様に厚く御礼申し上げます。 

 

平成 28年 12月 

 

東京都労働相談情報センター 
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Ⅱ	 調	 査	 結	 果	 の	 概	 要	

	

１	 調査対象企業の状況	

（１）企業規模別構成（集計表	 第１表－①）	

	 	 	 集計企業 995 社の企業規模別構成を、常用労働者数別および資本金規模別に見ると、以下の表のとおり

となった。	

	

＜図表１－１＞企業規模別構成（常用労働者数別）

10～49人 50～99人 100～299人

995 604 245 146

(100.0) ( 60.7) ( 24.6) ( 14.7)

（単位：社、％）

集計企業数

調査産業計

	
	 			

	 	

＜図表１－２＞企業規模別構成（資本金規模別）
（単位：社、％）

1,000万円
未満

1,000万～
3,000万円未満

3,000万～
5,000万円未満

5,000万～
1億円未満

1億円以上

995 139 343 147 189 170 7

(100.0) ( 14.0) ( 34.5) ( 14.8) ( 19.0) ( 17.1) ( 0.7)

集計企業数

資本金

無回答

調査産業計

	

	

	

（２）労働組合の有無（集計表	 第１表－②）	

	 	 	 集計企業995社のうち労働組合がある企業の割合は、全体の10.2％であった。	

	

＜図表１－３＞労働組合の有無

労働組合
あり

労働組合
なし

995 101 888 6

(100.0) ( 10.2) ( 89.2) ( 0.6)

（単位：社、％）　

集計企業数 無回答

調査産業計

	

	

	

	

	

	

〈図表 1−1〉企業規模別構成（常用労働者数別）

〈図表 1−2〉企業規模別構成（資本金規模別）

〈図表 1−3〉労働組合の有無
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（３）従業員構成（集計表	 第１表－③）	

	 	 	 集計企業995社で働く都内従業員の人数（派遣労働者・業務委託等労働者を含む）は45,781人で、うち

男性は30,197人で66.0％、女性は15,584人で34.0％であった。	

これを雇用形態別にみると、正社員は31,334人で68.4％、非正社員は12,220人で26.7％であった。	

					 	 	

	

＜図表１－４＞従業員の構成
（単位：人、％）

総計 男性 女性

45,781 30,197 15,584

<100.0> < 66.0> < 34.0>

小計 男性 女性 小計 男性 女性 小計 男性 女性

31,334 23,286 8,048 9,927 8,581 1,346 21,407 14,705 6,702

<100.0> < 74.3> < 25.7> <100.0> < 86.4> < 13.6> <100.0> < 68.7> < 31.3>

小計 男性 女性 小計 男性 女性 小計 男性 女性 小計 男性 女性 小計 男性 女性

12,220 5,774 6,446 2,366 1,371 995 8,106 2,867 5,239 1,545 1,365 180 203 171 32

<100.0> < 47.3> < 52.7> <100.0> < 57.9> < 42.1> <100.0> < 35.4> < 64.6> <100.0> < 88.3> < 11.7> <100.0> < 84.2> < 15.8>

小計 男性 女性 小計 男性 女性 小計 男性 女性

2,227 1,137 1,090 1,284 368 916 943 769 174

<100.0> < 51.1> < 48.9> <100.0> < 28.7> < 71.3> <100.0> < 81.5> < 18.5>

（　）＜＞内は構成比（％）

嘱託・再雇用(3.4) その他(0.4)

直接雇用以外の労働者計(4.9)

総計(100.0)

正社員計(68.4) 役付者(21.7) 一般労働者（正社員）(46.8)

派遣労働者(2.8) 業務委託労働者(2.1)

非正社員計(26.7) 契約社員等(5.2) パート・アルバイト(17.7)

	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

〈図表 1−4〉従業員の構成
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２	 賃金事情	

（１）賃金制度（集計表	 第２表－①）	

ア	 賃金表・賃金規定の状況	

賃金表がある企業は40.6%、賃金規定はあるが賃金表がない企業は48.7%、賃金規定がない企業は9.2％

であった。	

＜図表２－１＞賃金表・賃金規定の状況
（単位：社、％）

995 404 485 92 8 6

(100.0) ( 40.6) ( 48.7) ( 9.2) ( 0.8) ( 0.6)

101 62 36 3 - -

(100.0) ( 61.4) ( 35.6) ( 3.0) - -

888 341 446 87 8 6

(100.0) ( 38.4) ( 50.2) ( 9.8) ( 0.9) ( 0.7)

（　）内は構成比（％）

労組有

労組無

調査産業計

集計企業数 賃金表あり
賃金規定はある
が賃金表なし

賃金規定なし その他 無回答

	

	

イ	 過去1年間の定期昇給の実施状況	

定期昇給を実施した企業は68.2%、実施していない企業は31.2％であった。	

	 	

＜図表２－２＞過去１年間の定期昇給の実施状況
（単位：社、％）

定昇規定により
実施

定昇規定はな
いが慣行により

実施
無回答

定昇規定はある
が実施見送り

定昇の制度・
慣行なし

無回答

995 365 304 10 93 197 20 6

(100.0) ( 36.7) ( 30.6) ( 1.0) ( 9.3) ( 19.8) ( 2.0) ( 0.6)

101 60 21 - 5 13 1 1

(100.0) ( 59.4) ( 20.8) - ( 5.0) ( 12.9) ( 1.0) ( 1.0)

888 304 282 10 87 182 18 5

(100.0) ( 34.2) ( 31.8) ( 1.1) ( 9.8) ( 20.5) ( 2.0) ( 0.6)

（　）内は構成比（％）

実施した 実施していない

無回答

労組有

労組無

調査産業計

集計企業数

	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

〈図表 2−1〉賃金表・賃金規定の状況

〈図表 2−2〉過去 1年間の定期昇給の実施状況
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ウ	 過去１年間のベースアップの実施状況	

	 	 ベースアップについては、「実施」と答えた企業が 26.6%、「現状維持」と答えた企業が 65.9%、「ベ

ースダウン｣と答えた企業は0.3%であった。		

	

＜図表２－３＞過去１年間のベースアップの実施状況
（単位：社、％）

995 265 656 3 55 16

(100.0) ( 26.6) ( 65.9) ( 0.3) ( 5.5) ( 1.6)

101 32 60 - 7 2

(100.0) ( 31.7) ( 59.4) - ( 6.9) ( 2.0)

888 231 592 3 48 14

(100.0) ( 26.0) ( 66.7) ( 0.3) ( 5.4) ( 1.6)

（　）内は構成比（％）

労組有

労組無

集計企業数

調査産業計

実施 現状維持 ベースダウン その他 無回答

	

（２）	 賞与・諸手当	

ア	 賞与	

①	 賞与規定の有無（集計表	 第２表－②）	

	 	 	 賞与規定の有無をみると、「支給時期のみ定めている」と回答した企業は 68.1％、「支給時期及び額

を定めている」と回答した企業が8.3％で、合計76.5%の企業が賞与規定を定めていた。	

＜図表２－４＞賞与規定の有無
（単位：社、％）

995 678 83 218 16

(100.0) ( 68.1) ( 8.3) ( 21.9) ( 1.6)

101 83 9 9 -

(100.0) ( 82.2) ( 8.9) ( 8.9) -

888 591 74 207 16

(100.0) ( 66.6) ( 8.3) ( 23.3) ( 1.8)

（　）内は構成比（％）

労組無

集計企業数 　無回答

調査産業計

労組有

支給時期のみ
定めている

支給時期及び
額を定めている

賞与規定なし

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

ウ	 過去１年間のベースアップの実施状況	

	 	 ベースアップについては、「実施」と答えた企業が 26.6%、「現状維持」と答えた企業が 65.9%、「ベ

ースダウン｣と答えた企業は0.3%であった。		

	

＜図表２－３＞過去１年間のベースアップの実施状況
（単位：社、％）

995 265 656 3 55 16

(100.0) ( 26.6) ( 65.9) ( 0.3) ( 5.5) ( 1.6)

101 32 60 - 7 2

(100.0) ( 31.7) ( 59.4) - ( 6.9) ( 2.0)

888 231 592 3 48 14

(100.0) ( 26.0) ( 66.7) ( 0.3) ( 5.4) ( 1.6)

（　）内は構成比（％）

労組有

労組無

集計企業数

調査産業計

実施 現状維持 ベースダウン その他 無回答

	

（２）	 賞与・諸手当	

ア	 賞与	

①	 賞与規定の有無（集計表	 第２表－②）	

	 	 	 賞与規定の有無をみると、「支給時期のみ定めている」と回答した企業は 68.1％、「支給時期及び額

を定めている」と回答した企業が8.3％で、合計76.5%の企業が賞与規定を定めていた。	

＜図表２－４＞賞与規定の有無
（単位：社、％）

995 678 83 218 16

(100.0) ( 68.1) ( 8.3) ( 21.9) ( 1.6)

101 83 9 9 -

(100.0) ( 82.2) ( 8.9) ( 8.9) -

888 591 74 207 16

(100.0) ( 66.6) ( 8.3) ( 23.3) ( 1.8)

（　）内は構成比（％）

労組無

集計企業数 　無回答

調査産業計

労組有

支給時期のみ
定めている

支給時期及び
額を定めている

賞与規定なし

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

〈図表 2−3〉過去 1年間のベースアップの実施状況

〈図表 2−4〉賞与規定の有無

ウ	 過去１年間のベースアップの実施状況	

	 	 ベースアップについては、「実施」と答えた企業が 26.6%、「現状維持」と答えた企業が 65.9%、「ベ

ースダウン｣と答えた企業は0.3%であった。		

	

＜図表２－３＞過去１年間のベースアップの実施状況
（単位：社、％）

995 265 656 3 55 16

(100.0) ( 26.6) ( 65.9) ( 0.3) ( 5.5) ( 1.6)

101 32 60 - 7 2

(100.0) ( 31.7) ( 59.4) - ( 6.9) ( 2.0)

888 231 592 3 48 14

(100.0) ( 26.0) ( 66.7) ( 0.3) ( 5.4) ( 1.6)

（　）内は構成比（％）

労組有

労組無

集計企業数

調査産業計

実施 現状維持 ベースダウン その他 無回答

	

（２）	 賞与・諸手当	

ア	 賞与	

①	 賞与規定の有無（集計表	 第２表－②）	

	 	 	 賞与規定の有無をみると、「支給時期のみ定めている」と回答した企業は 68.1％、「支給時期及び額

を定めている」と回答した企業が8.3％で、合計76.5%の企業が賞与規定を定めていた。	

＜図表２－４＞賞与規定の有無
（単位：社、％）

995 678 83 218 16

(100.0) ( 68.1) ( 8.3) ( 21.9) ( 1.6)

101 83 9 9 -

(100.0) ( 82.2) ( 8.9) ( 8.9) -

888 591 74 207 16

(100.0) ( 66.6) ( 8.3) ( 23.3) ( 1.8)

（　）内は構成比（％）

労組無

集計企業数 　無回答

調査産業計

労組有

支給時期のみ
定めている

支給時期及び
額を定めている

賞与規定なし

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

ウ	 過去１年間のベースアップの実施状況	

	 	 ベースアップについては、「実施」と答えた企業が 26.6%、「現状維持」と答えた企業が 65.9%、「ベ

ースダウン｣と答えた企業は0.3%であった。		

	

＜図表２－３＞過去１年間のベースアップの実施状況
（単位：社、％）

995 265 656 3 55 16

(100.0) ( 26.6) ( 65.9) ( 0.3) ( 5.5) ( 1.6)

101 32 60 - 7 2

(100.0) ( 31.7) ( 59.4) - ( 6.9) ( 2.0)

888 231 592 3 48 14

(100.0) ( 26.0) ( 66.7) ( 0.3) ( 5.4) ( 1.6)

（　）内は構成比（％）

労組有

労組無

集計企業数

調査産業計

実施 現状維持 ベースダウン その他 無回答

	

（２）	 賞与・諸手当	

ア	 賞与	

①	 賞与規定の有無（集計表	 第２表－②）	

	 	 	 賞与規定の有無をみると、「支給時期のみ定めている」と回答した企業は 68.1％、「支給時期及び額

を定めている」と回答した企業が8.3％で、合計76.5%の企業が賞与規定を定めていた。	

＜図表２－４＞賞与規定の有無
（単位：社、％）

995 678 83 218 16

(100.0) ( 68.1) ( 8.3) ( 21.9) ( 1.6)

101 83 9 9 -

(100.0) ( 82.2) ( 8.9) ( 8.9) -

888 591 74 207 16

(100.0) ( 66.6) ( 8.3) ( 23.3) ( 1.8)

（　）内は構成比（％）

労組無

集計企業数 　無回答

調査産業計

労組有

支給時期のみ
定めている

支給時期及び
額を定めている

賞与規定なし
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②	 過去1年間（平成27年7月～平成28年6月）の賞与支給額（集計表	 第２表－③）	

	 	 	 集計企業のうち、過去1年間に賞与を支給した企業は80.6％であった。賞与の平均金額は、28年の

夏季一時金が 401,503 円、27 年の年末一時金が 407,869 円、その他賞与が 69,955 円で、合計すると

879,327円であった。	

＜図表２－５＞賞与の支給額
（単位：社、円）

28年夏季

一時金

27年末

一時金
左記以外 支給額合計

995 802 401,503 407,869 69,955 879,327 181 12

(100.0) ( 80.6) ( 18.2) ( 1.2)

101 97 527,120 548,678 57,537 1,133,335 3 1

(100.0) ( 96.0) ( 3.0) ( 1.0)

888 700 384,533 388,745 71,330 844,607 177 11

(100.0) ( 78.8) ( 19.9) ( 1.2)

調査産業計

労組有

労組無

無回答集計企業数
賞与支給

企業数
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〈図表 2−5〉賞与の支給額
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④	 査定等による賞与格差（集計表	 第２表－④）	

「査定等による賞与格差」に回答した企業は 78.5％であった。うち「査定等を行っていないため格

差なし」が20.6％、「10％未満」が30.0％、「10％以上20％未満」が25.5％で、格差20％未満の企業

（査定等未実施を含む）が76.1％であった。	

	 	 	

＜図表２－７＞査定等による賞与格差（同一年齢、同一職階）

１０％

未満

１０～２０％

未満

２０～３０％

未満

３０～４０％

未満

４０～５０％

未満

５０％

以上

査定等を行っ

ていないため

格差なし

995 781 234 199 88 23 28 48 161 214

(100.0) ( 78.5) ( 21.5)

<100.0> < 30.0> < 25.5> < 11.3> < 2.9> < 3.6> < 6.1> < 20.6>

（　）内は構成比　＜＞内は回答企業構成比

調査産業計

（単位：社、％）

区分
集　計
企業数

記入あり 無回答

	

	

イ	 役付手当（集計表	 第２表－⑤⑥）	

	 	 集計企業のうち、役付手当を支給する企業は 69.3％であった。うち「同一役職の支給額は同じ」と回

答した企業は61.9％、「同一役職でも支給額は異なる」と回答した企業は30.9％であった。	

	 	 「同一役職の支給額は同じ」としている企業の平均支給額は、部長 86,450 円、課長 58,721 円、係長

28,201円であった。一方、「同一役職でも支給額は異なる」としている企業の平均支給額は、部長96,720

円、課長50,380円、係長32,204円であった。	

	

＜図表２－８＞役付手当の支給状況

同一役職
の支給額
は同じ

同一役職
でも支給額
は異なる

無回答

995 690 427 213 50 288 17

(100.0) ( 69.3) ( 28.9) ( 1.7)

<100.0> < 61.9> < 30.9> < 7.2>

（　）＜　＞内は構成比（％）

調査産業計

（単位：社、％）

 集計企業数  支給あり  支給なし  無回答

	

＜図表２－９＞役付手当の平均支給額

部長 課長 係長 部長 課長 係長

調査産業計 86,450 58,721 28,201 96,720 50,380 32,204

10～49人 75,623 51,478 24,643 92,149 61,636 33,387

50～99人 89,620 61,250 25,224 105,172 38,754 27,444

100～299人 96,327 63,056 32,079 94,457 61,534 35,691

（単位：円）

同一役職につき同一金額を支給 同一役職でも支給額が異なる

	

〈図表 2−7〉査定等による賞与格差（同一年齢、同一職階）

〈図表 2−8〉役付手当の支給状況

〈図表 2−9〉役付手当の平均支給額
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ウ	 住宅手当（集計表	 第２表－⑦⑧）	

	 	 集計企業のうち、住宅手当を支給する企業は40.2％であった。支給企業の57.8％は住宅の形態に関わ

りなく一律支給をしており、平均支給額は「扶養家族あり」の場合 19,074 円、「扶養家族なし」の場合

16,511円であった。	

	 	 	また、支給企業の17.8％は住宅の形態別に支給しており、平均支給額は「扶養家族あり」の場合、賃貸

26,190円、持家17,959円、「扶養家族なし」の場合、賃貸21,833円、持家14,672円であった。	

	 	

＜図表２－１０＞住宅手当の支給状況

一律支給
住宅の
形態別
支給

その他 無回答

995 400 231 71 95 3 586 9

(100.0) ( 40.2) ( 58.9) ( 0.9)

<100.0> < 57.8> < 17.8> < 23.8> < 0.8>

（　）＜　＞内は構成比（％）

調査産業計

（単位：社、％）

集計企業数  支給あり  支給なし  無回答

	

＜図表２－１１＞住宅手当の平均支給額
（単位：円）

賃貸 持家 賃貸 持家

調査産業計 19,074 16,511 26,190 17,959 21,833 14,672

10～49人 18,979 16,804 25,611 17,826 24,142 16,682

50～99人 19,496 16,967 24,832 19,550 17,871 13,631

100～299人 18,643 14,278 30,327 14,763 23,936 11,225

住宅の形態別支給一律支給

扶養家族なし
扶養家族

なし
扶養家族

あり

扶養家族あり

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

〈図表 2−10〉住宅手当の支給状況

〈図表 2−11〉住宅手当の平均支給額
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エ	 家族手当（集計表	 第２表－⑨⑩）	

	 	 集計企業のうち、家族手当を支給する企業は51.8％であった。支給企業の88.9％は、扶養家族ごとに

異なる額を支給しており、平均支給額は配偶者10,694円、第一子5,432円、第二子5,051円、第三子5,025

円であった。	

		

＜図表２－１２＞家族手当の支給状況

995 515 51 458 6 470 10

(100.0) ( 51.8) ( 47.2) ( 1.0)

<100.0> < 9.9> < 88.9> < 1.2>

（　）＜　＞内は構成比（％）

調査産業計

（単位：社、％）

 集計企業数  支給あり  支給なし  無回答
一律支給

家族により
異なる

無回答

	

＜図表２－１３＞家族手当の平均支給額
（単位：円）

配偶者 第一子 第二子 第三子

調査産業計 11,612 10,694 5,432 5,051 5,025

10～49人 11,433 10,417 5,526 5,175 5,020

50～99人 10,455 10,792 5,148 4,808 4,980

100～299人 15,000 11,375 5,604 5,074 5,112

家族により異なる（家族別支給）

一律支給
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〈図表 2−12〉家族手当の支給状況

〈図表 2−13〉家族手当の平均支給額
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エ	 家族手当（集計表	 第２表－⑨⑩）	
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３	 平均賃金（集計表	 第３表）	

（１）全常用労働者の平均賃金	

平成28年7月の全常用労働者（役付者を含む）の平均賃金は、所定時間内賃金が348,159円、所定時間外

賃金が36,555円となり、合計で384,714円（平均年齢40.9歳、平均勤続年数10.1年）であった。労働組合

の有無別にみると、労働組合「あり」と回答した企業は「なし」と回答した企業に比べ、所定時間内賃金で

23,033円（6.7％）高くなっている。また、企業規模別では規模が大きくなるにつれて所定時間内賃金、所定

時間外賃金、年間給与支払額の全てが高くなっている。	

また、平成27年の全常用労働者の年間給与支払額（所定時間外賃金、賞与等を含む）の平均額は5,355,812

円であった。	

<図表３－１>全常用労働者の平均賃金
（単位：歳、年、円）

うち通勤手当

40.9 10.1 348,159 12,624 36,555 5,355,812

42.9 14.0 367,524 13,256 47,404 6,024,163

40.6 9.4 344,491 12,505 34,248 5,208,637

41.8 9.5 338,329 11,211 32,815 5,006,591

40.2 10.1 343,161 12,714 36,903 5,174,768

40.7 10.7 362,838 14,051 40,109 5,871,439

平成27年
年間給与
支払額

所定時間外
賃金

所定時間内
賃金

調査産業計

平均年齢
平均勤続

年数

平成28年7月1か月の平均賃金

１０ ～ ４９人

５０ ～ ９９人

１００ ～ ２９９人

労組あり

労組なし

	

	

前回調査結果と比較すると、所定時間内賃金は1,481円（0.4％）増加し、所定時間外賃金は3,803円（11.6％）

増加した。また、平成27年の年間給与支払額は平成26年より110,815円（2.1％）上回った。	

	

<図表３－２>平均賃金の推移
 

調査年（平成） 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

所定時間内賃金 344,415 348,171 335,398 345,716 345,679 343,136 334,535 353,431 346,678 348,159

対前年比 △0.8 1.1 △3.7 3.1 △0.0 △0.7 △2.5 5.6 △1.9 0.4

所定時間外賃金 27,209 26,161 24,664 25,720 25,455 30,237 25,457 32,602 32,752 36,555

対前年比 △2.4 △3.9 △5.7 4.3 △1.0 18.8 △15.8 28.1 0.5 11.6

賃金計 371,624 374,332 360,062 371,436 371,134 373,373 359,992 386,033 379,430 384,714

対前年比 △0.9 0.7 △3.8 3.2 △0.1 0.6 △3.6 7.2 △1.7 1.4

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

5,289,774 5,429,210 5,187,025 5,219,416 5,245,378 4,994,493 5,059,193 5,244,997 5,355,812 -

対前年比 △0.4 2.6 △4.5 0.6 0.5 △4.8 1.3 3.7 2.1 -

（単位：円、％）

	

	

	

３	 平均賃金（集計表	 第３表）	

（１）全常用労働者の平均賃金	

平成28年7月の全常用労働者（役付者を含む）の平均賃金は、所定時間内賃金が348,159円、所定時間外

賃金が36,555円となり、合計で384,714円（平均年齢40.9歳、平均勤続年数10.1年）であった。労働組合

の有無別にみると、労働組合「あり」と回答した企業は「なし」と回答した企業に比べ、所定時間内賃金で

23,033円（6.7％）高くなっている。また、企業規模別では規模が大きくなるにつれて所定時間内賃金、所定

時間外賃金、年間給与支払額の全てが高くなっている。	

また、平成27年の全常用労働者の年間給与支払額（所定時間外賃金、賞与等を含む）の平均額は5,355,812

円であった。	

<図表３－１>全常用労働者の平均賃金
（単位：歳、年、円）

うち通勤手当

40.9 10.1 348,159 12,624 36,555 5,355,812

42.9 14.0 367,524 13,256 47,404 6,024,163

40.6 9.4 344,491 12,505 34,248 5,208,637

41.8 9.5 338,329 11,211 32,815 5,006,591

40.2 10.1 343,161 12,714 36,903 5,174,768

40.7 10.7 362,838 14,051 40,109 5,871,439

平成27年
年間給与
支払額

所定時間外
賃金

所定時間内
賃金

調査産業計

平均年齢
平均勤続

年数

平成28年7月1か月の平均賃金

１０ ～ ４９人

５０ ～ ９９人

１００ ～ ２９９人

労組あり

労組なし

	

	

前回調査結果と比較すると、所定時間内賃金は1,481円（0.4％）増加し、所定時間外賃金は3,803円（11.6％）

増加した。また、平成27年の年間給与支払額は平成26年より110,815円（2.1％）上回った。	

	

<図表３－２>平均賃金の推移
 

調査年（平成） 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

所定時間内賃金 344,415 348,171 335,398 345,716 345,679 343,136 334,535 353,431 346,678 348,159

対前年比 △0.8 1.1 △3.7 3.1 △0.0 △0.7 △2.5 5.6 △1.9 0.4

所定時間外賃金 27,209 26,161 24,664 25,720 25,455 30,237 25,457 32,602 32,752 36,555

対前年比 △2.4 △3.9 △5.7 4.3 △1.0 18.8 △15.8 28.1 0.5 11.6

賃金計 371,624 374,332 360,062 371,436 371,134 373,373 359,992 386,033 379,430 384,714

対前年比 △0.9 0.7 △3.8 3.2 △0.1 0.6 △3.6 7.2 △1.7 1.4

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

5,289,774 5,429,210 5,187,025 5,219,416 5,245,378 4,994,493 5,059,193 5,244,997 5,355,812 -

対前年比 △0.4 2.6 △4.5 0.6 0.5 △4.8 1.3 3.7 2.1 -

（単位：円、％）

	

	

	

〈図表 3−1〉全常用労働者の平均賃金

〈図表 3−2〉平均賃金の推移
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〈図表 3−3〉平均賃金の産業別比較

（２）産業別平均賃金	

	 	 所定時間内賃金（通勤手当含む）では「金融業，保険業」が最も高く437,303円、次いで「情報通信業」377,963
円、「学術研究，専門・技術サービス業」373,151円、の順となっている。所定時間内賃金が最も低い産業は

「医療，福祉」で273,881円であった。	

	 	 所定時間外賃金の高い産業を見ると、「運輸業，郵便業」72,683円、「情報通信業」44,416円、「建設業」

36,383円の順になっており、賃金総額における所定時間外賃金の占める割合も「運輸業，郵便業」が20.2％と

最も高くなっている。	

	

＜図表３－３＞平均賃金の産業別比較	
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（３）男女別平均賃金	

所定時間内賃金では男性370,153 円（平均年齢 41.9 歳、平均勤続年数 10.9 年）、女性 290,575 円（平均

年齢38.5 歳、平均勤続年数8.0 年）であり、女性の所定時間内賃金は男性の78.5％となっている。これを

産業別にみると「運輸業，郵便業」（88.4％）が男女間の所定時間内賃金の差が最も小さく、次いで「医療，

福祉」（86.2％）の順になっている。一方、「金融業，保険業」では、女性の所定時間内賃金は男性の69.8％

である。	

	

＜図表３－４＞男女別平均賃金	

	

	
	

	

	

	

	

	

〈図表 3−4〉男女別平均賃金
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４	 実在者賃金（集計表	 第４表）	

	 	 年齢別に全常用労働者（役付者を含む）の平成28年7月1か月の所定時間内賃金をみると、男女ともに50

台後半まで上昇し、55～59歳でピークに達する（男性455,123円、女性338,291円）。	

	 	 所定時間内賃金の上昇率について22～24 歳を 100 としてみると、男性はピーク時で210 となっている。こ

れに対し女性はピーク時で164となっており、男性に比べて緩やかな上昇となっている。	

	 	 また、平成27年の年間給与支払額の上昇傾向においても、男女ともに55～59歳がピークとなっている。	

	

＜図表４－１＞年齢別賃金
（単位：円）

年齢
平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

22～24歳 216,917 100 3,238,273 100 206,883 100 2,871,588 100

25～29歳 243,744 112 3,951,192 122 232,396 112 3,596,767 125

30～34歳 295,669 136 4,728,697 146 257,553 124 3,948,379 137

35～39歳 341,170 157 5,504,930 170 285,588 138 4,333,972 151

40～44歳 380,655 175 5,951,216 184 304,149 147 4,675,651 163

45～49歳 402,735 186 6,401,502 198 316,221 153 4,866,504 169

50～54歳 439,548 203 6,842,792 211 337,180 163 5,264,459 183

55～59歳 455,123 210 7,080,110 219 338,291 164 5,341,652 186

60歳以上 371,777 171 5,447,793 168 287,913 139 4,073,316 142

※指数は22～24歳の賃金を100として算出している

男性 女性

	

	 	 	

＜図表４－２＞月間所定時間内賃金の上昇傾向	 	 	 	

	 ※27 年度 同様、図表４－２と３を並

べて表示	

	

	

＜図表４－３＞年間給与支払額の上昇傾向	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

４	 実在者賃金（集計表	 第４表）	

	 	 年齢別に全常用労働者（役付者を含む）の平成28年7月1か月の所定時間内賃金をみると、男女ともに50

台後半まで上昇し、55～59歳でピークに達する（男性455,123円、女性338,291円）。	

	 	 所定時間内賃金の上昇率について22～24 歳を 100 としてみると、男性はピーク時で210 となっている。こ

れに対し女性はピーク時で164となっており、男性に比べて緩やかな上昇となっている。	

	 	 また、平成27年の年間給与支払額の上昇傾向においても、男女ともに55～59歳がピークとなっている。	

	

＜図表４－１＞年齢別賃金
（単位：円）

年齢
平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

22～24歳 216,917 100 3,238,273 100 206,883 100 2,871,588 100

25～29歳 243,744 112 3,951,192 122 232,396 112 3,596,767 125

30～34歳 295,669 136 4,728,697 146 257,553 124 3,948,379 137

35～39歳 341,170 157 5,504,930 170 285,588 138 4,333,972 151

40～44歳 380,655 175 5,951,216 184 304,149 147 4,675,651 163

45～49歳 402,735 186 6,401,502 198 316,221 153 4,866,504 169

50～54歳 439,548 203 6,842,792 211 337,180 163 5,264,459 183

55～59歳 455,123 210 7,080,110 219 338,291 164 5,341,652 186

60歳以上 371,777 171 5,447,793 168 287,913 139 4,073,316 142

※指数は22～24歳の賃金を100として算出している

男性 女性

	

	 	 	

＜図表４－２＞月間所定時間内賃金の上昇傾向	 	 	 	

	 ※27 年度 同様、図表４－２と３を並

〈図表 4−3〉年間給与支払額の上昇傾向

〈図表 4−1〉年齢別賃金

〈図表 4−2〉月間所定時間内賃金の上昇傾向
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学歴別にみると、男性では高校卒・大学卒ともに 55～59 歳まで年齢の上昇とともに所定時間内賃金が上昇

する。そのピークは高校卒男性373,084円、大学卒男性529,147円となっている。	

これに対し女性では所定時間内賃金のピークは、高校卒女性が286,298円（50～54歳）、大学卒女性が397,550

円（55～59歳）となっている。	

	 	 また、平成27年の年間給与支払額においても、男性は高校卒・大学卒ともに55～59歳まで上昇し、そのピ

ークは高校卒男性5,839,502円、大学卒男性8,279,484円となっている。これに対し、女性のピークは高校卒	

	 女性が4,275,734円（50～54歳）、大学卒女性が6,469,331円（60歳以上）となっている。	

	

＜図表４－４＞学歴別賃金（高校卒、大学卒）
（単位：人、円）

年齢
平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

18～19歳 179,084 81 1,906,546 56 170,160 91 1,865,471 75

20～21歳 196,623 89 3,174,420 93 179,687 97 2,506,135 101

22～24歳 221,248 100 3,424,443 100 186,172 100 2,470,886 100

25～29歳 232,200 105 3,641,562 106 207,060 111 2,916,586 118

30～34歳 257,370 116 4,284,395 125 228,974 123 3,558,252 144

35～39歳 292,114 132 4,784,368 140 242,194 130 3,283,332 133

40～44歳 319,304 144 5,118,982 149 255,977 137 3,775,167 153

45～49歳 340,814 154 5,482,309 160 274,670 148 4,188,911 170

50～54歳 355,910 161 5,639,726 165 286,298 154 4,275,734 173

55～59歳 373,084 169 5,839,502 171 275,432 148 4,136,188 167

60歳以上 312,559 141 4,521,343 132 282,309 152 3,893,288 158

※指数は22～24歳の賃金を100として算出している

年齢
平成28年７月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

平成28年７月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

22～24歳 213,693 100 2,969,270 100 210,549 100 3,122,232 100

25～29歳 247,461 116 4,073,118 137 239,840 114 3,772,652 121

30～34歳 311,306 146 5,024,205 169 269,137 128 4,130,511 132

35～39歳 370,753 173 5,932,807 200 304,821 145 4,766,631 153

40～44歳 423,116 198 6,508,929 219 340,012 161 5,387,932 173

45～49歳 456,613 214 7,284,186 245 393,458 187 6,113,829 196

50～54歳 516,924 242 8,055,135 271 390,669 186 6,379,805 204

55～59歳 529,147 248 8,279,484 279 397,550 189 6,295,296 202

60歳以上 469,440 220 7,066,848 238 397,026 189 6,469,331 207

※指数は22～24歳の賃金を100として算出している

高校卒（男性） 高校卒（女性）

大学卒（男性） 大学卒（女性）

	

〈図表 4−4〉学歴別賃金（高校卒、大学卒）

学歴別にみると、男性では高校卒・大学卒ともに 55～59 歳まで年齢の上昇とともに所定時間内賃金が上昇

する。そのピークは高校卒男性373,084円、大学卒男性529,147円となっている。22～24歳の所定時間内賃金

を100としてみると、そのピークは高校卒男性で169、大学卒男性で248となっている。	

	 	 また、平成27年の年間給与支払額においても、男性は高校卒・大学卒ともに55～59歳まで上昇し、そのピ

ークは高校卒男性5,839,502円、大学卒男性8,279,484円となっている。これに対し、高校卒女性のピークは

50～54歳まで上昇し、そのピークは4,275,734円となっている。	

	

＜図表４－４＞学歴別賃金（高校卒、大学卒）
（単位：円）

年齢
平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

平成28年7月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

18～19歳 179,084 81 1,906,546 56 170,160 91 1,865,471 75

20～21歳 196,623 89 3,174,420 93 179,687 97 2,506,135 101

22～24歳 221,248 100 3,424,443 100 186,172 100 2,470,886 100

25～29歳 232,200 105 3,641,562 106 207,060 111 2,916,586 118

30～34歳 257,370 116 4,284,395 125 228,974 123 3,558,252 144

35～39歳 292,114 132 4,784,368 140 242,194 130 3,283,332 133

40～44歳 319,304 144 5,118,982 149 255,977 137 3,775,167 153

45～49歳 340,814 154 5,482,309 160 274,670 148 4,188,911 170

50～54歳 355,910 161 5,639,726 165 286,298 154 4,275,734 173

55～59歳 373,084 169 5,839,502 171 275,432 148 4,136,188 167

60歳以上 312,559 141 4,521,343 132 282,309 152 3,893,288 158

※指数は22～24歳の賃金を100として算出している

年齢
平成28年７月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

平成28年７月の

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

指数
平成27年

年間給与支払額
（源泉徴収票の支払金額）

指数

22～24歳 213,693 100 2,969,270 100 210,549 100 3,122,232 100

25～29歳 247,461 116 4,073,118 137 239,840 114 3,772,652 121

30～34歳 311,306 146 5,024,205 169 269,137 128 4,130,511 132

35～39歳 370,753 173 5,932,807 200 304,821 145 4,766,631 153

40～44歳 423,116 198 6,508,929 219 340,012 161 5,387,932 173

45～49歳 456,613 214 7,284,186 245 393,458 187 6,113,829 196

50～54歳 516,924 242 8,055,135 271 390,669 186 6,379,805 204

55～59歳 529,147 248 8,279,484 279 397,550 189 6,295,296 202

60歳以上 469,440 220 7,066,848 238 397,026 189 6,469,331 207

※指数は22～24歳の賃金を100として算出している

高校卒（男性） 高校卒（女性）

大学卒（男性） 大学卒（女性）
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＜図表５－１＞モデル賃金

18歳 177,284 100.0 - - - - - -

20歳 184,497 104.1 188,494 100.0 190,318 100.0 - -

22歳 196,071 110.6 199,086 105.6 200,048 105.1 205,942 100.0

25歳 211,985 119.6 217,524 115.4 217,923 114.5 227,457 110.4

30歳 246,799 139.2 252,874 134.2 252,941 132.9 267,089 129.7

35歳 278,734 157.2 290,307 154.0 288,715 151.7 309,969 150.5

40歳 313,063 176.6 331,483 175.9 331,064 174.0 352,766 171.3

45歳 345,588 194.9 364,398 193.3 370,091 194.5 392,884 190.8

50歳 373,250 210.5 402,856 213.7 401,826 211.1 430,327 209.0

55歳 394,100 222.3 419,540 222.6 420,423 220.9 452,867 219.9

60歳 385,441 217.4 413,743 219.5 415,855 218.5 453,975 220.4

※指数は初任給を100として算出している。

年齢
所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

上昇

係数

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

上昇

係数

(単位：円）

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

上昇

係数

高校卒 高専・短大卒 専門学校卒 大学卒

上昇

係数

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

（２）	 初任給（集計表	 第５表－⑤～⑦）	

	 初任給を学歴別にみると、高校卒 177,284 円、高専・短大卒 188,494 円、専門学校卒 190,318 円、大学

卒205,942円となった。	

	 また、職種別にみると、高校卒では「営業販売系」が最も高く、高専・短大卒、専門学校卒、大学卒で

は「技術系」がもっとも高かった。	

５	 モデル賃金	

（１）モデル賃金（集計表	 第５表①～④）	

	 	 	 モデル賃金（卒業後すぐに入社し、普通の能力と成績で勤務した場合の賃金水準）の年齢別の上昇傾向を

みると、大学卒では60歳、それ以外の学歴では55歳でピークを迎え、ピーク時の所定時間内賃金は、高校

卒394,100円、高専・短大卒419,540円、専門学校卒420,423円、大学卒は453,975円となっている。	

	

＜図表５－１＞モデル賃金

18歳 177,284 100.0 - - - - - -

20歳 184,497 104.1 188,494 100.0 190,318 100.0 - -

22歳 196,071 110.6 199,086 105.6 200,048 105.1 205,942 100.0

25歳 211,985 119.6 217,524 115.4 217,923 114.5 227,457 110.4

30歳 246,799 139.2 252,874 134.2 252,941 132.9 267,089 129.7

35歳 278,734 157.2 290,307 154.0 288,715 151.7 309,969 150.5

40歳 313,063 176.6 331,483 175.9 331,064 174.0 352,766 171.3

45歳 345,588 194.9 364,398 193.3 370,091 194.5 392,884 190.8

50歳 373,250 210.5 402,856 213.7 401,826 211.1 430,327 209.0

55歳 394,100 222.3 419,540 222.6 420,423 220.9 452,867 219.9

60歳 385,441 217.4 413,743 219.5 415,855 218.5 453,975 220.4

(単位：円）
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（通勤手当を除く）
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※指数は初任給を100として算出している。
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〈図表 5−1〉モデル賃金
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＜図表５－１＞モデル賃金
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25歳 211,985 119.6 217,524 115.4 217,923 114.5 227,457 110.4

30歳 246,799 139.2 252,874 134.2 252,941 132.9 267,089 129.7

35歳 278,734 157.2 290,307 154.0 288,715 151.7 309,969 150.5

40歳 313,063 176.6 331,483 175.9 331,064 174.0 352,766 171.3

45歳 345,588 194.9 364,398 193.3 370,091 194.5 392,884 190.8

50歳 373,250 210.5 402,856 213.7 401,826 211.1 430,327 209.0

55歳 394,100 222.3 419,540 222.6 420,423 220.9 452,867 219.9

60歳 385,441 217.4 413,743 219.5 415,855 218.5 453,975 220.4

※指数は初任給を100として算出している。
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上昇
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（通勤手当を除く）

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

上昇

係数

(単位：円）

所定時間内賃金

（通勤手当を除く）

上昇

係数
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（２）	 初任給（集計表	 第５表－⑤～⑦）	

	 初任給を学歴別にみると、高校卒 177,284 円、高専・短大卒 188,494 円、専門学校卒 190,318 円、大学

卒205,942円となった。	

	 また、職種別にみると、高校卒では「営業販売系」が最も高く、高専・短大卒、専門学校卒、大学卒で

は「技術系」がもっとも高かった。	
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卒205,942円となった。	

	 また、職種別にみると、高校卒では「営業販売系」が最も高く、高専・短大卒、専門学校卒、大学卒で

は「技術系」がもっとも高かった。	

	

＜図表５－２＞初任給（産業別・全職種）
(単位：円）

高校卒 高専・短大卒 専門学校卒 大学卒

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

調査産業計 177,284 188,494 190,318 205,942

建設業 180,167 190,746 193,595 209,111

製造業 171,557 184,522 184,897 202,702

情報通信業 189,284 198,156 195,850 211,544

運輸業，郵便業 183,606 194,810 197,617 205,606

卸売業，小売業 179,866 190,634 193,173 211,106

金融業，保険業 175,225 188,989 191,282 207,933

不動産業，物品賃貸業 192,444 194,900 194,900 210,500

学術研究，専門・技術サービス業 177,213 190,807 191,953 208,458

宿泊業，飲食サービス業 175,168 187,169 188,218 197,761

生活関連サービス業，娯楽業 180,847 189,325 187,929 200,504

教育，学習支援業(学校教育を除く） 174,171 179,929 183,357 195,671

医療，福祉 174,733 180,335 189,926 196,700

サービス業(他に分類されないもの) 177,521 184,656 186,274 199,621
	

	

＜図表５－３＞初任給（職種別）
(単位：円）

高校卒 高専・短大卒 専門学校卒 大学卒

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）
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（通勤手当を除く）

　職種計 177,284 188,494 190,318 205,942

営業販売系 176,465 187,914 189,114 206,231

事務系 174,516 186,583 188,657 204,935

技術系 176,027 188,717 190,183 208,191

生産系 176,094 187,884 188,918 205,697
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医療，福祉 174,733 180,335 189,926 196,700

サービス業(他に分類されないもの) 177,521 184,656 186,274 199,621
	

	

＜図表５－３＞初任給（職種別）
(単位：円）

高校卒 高専・短大卒 専門学校卒 大学卒

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

所定時間内賃金
（通勤手当を除く）

　職種計 177,284 188,494 190,318 205,942
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６	 定年制（集計表	 第６表－①～⑥）	

（１）定年制度･定年年齢	

集計企業のうち、「全員一律定年制」を採用していると回答した企業は 83.2%、「定年制なし」と回答した

企業は13.0％であった。	

また、全員一律定年制を採用していると回答した企業の定年年齢についてみると、60歳が最も多く78.3%、

〈図表 5−2〉初任給（産業別・全職種）

〈図表 5−3〉初任給（職種別）
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教育，学習支援業(学校教育を除く） 174,171 179,929 183,357 195,671

医療，福祉 174,733 180,335 189,926 196,700

サービス業(他に分類されないもの) 177,521 184,656 186,274 199,621
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６	 定年制（集計表	 第６表－①～⑥）	

（１）定年制度･定年年齢	

集計企業のうち、「全員一律定年制」を採用していると回答した企業は 83.2%、「定年制なし」と回答した

企業は13.0％であった。	

また、全員一律定年制を採用していると回答した企業の定年年齢についてみると、60歳が最も多く78.3%、
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６	 定年制（集計表	 第６表－①～⑥）	

（１）定年制度･定年年齢	

集計企業のうち、「全員一律定年制」を採用していると回答した企業は 83.2%、「定年制なし」と回答した

企業は13.0％であった。	

また、全員一律定年制を採用していると回答した企業の定年年齢についてみると、60歳が最も多く78.3%、

ついで65歳の15.2％であった。	

＜図表６－１＞定年制度・定年年齢
（単位：社、歳、％）

平均
年齢

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳
66歳
以上

無記入

995 828 648 2 20 4 3 126 8 17 26 129 12

(100.0) ( 83.2) 61.0 ( 2.6) ( 13.0) ( 1.2)

<100.0> < 78.3> < 0.2> < 2.4> < 0.5> < 0.4> < 15.2> < 1.0> < 2.1>

調査産業計

集計
企業数

全員一律
定年制

その他の
定年制（役
職別・職種
別など）

定年制
なし

無記入

	
	

	

（２）定年後の継続雇用制度	

	 定年制がある企業に定年後の継続雇用制度について聞いたところ、「再雇用制度を採用」していると回答

した企業が78.4％、「勤務延長制度を採用」していると回答した企業が12.8％、「再雇用制度と勤務延長制

度の併用」と回答した企業が1.5％であった。	

	 また、「継続雇用制度を採用していない」と回答した企業は7.2％であった。	 	

	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

＜図表６－２＞定年後の継続雇用制度
（単位：社、％）
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(100.0) ( 78.4) ( 12.8) ( 1.5) ( 7.2)
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を採用していない

調査産業計

記入
企業数

再雇用制度
を採用

勤務延長制度
を採用

再雇用制度・勤務
延長制度を併用

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

〈図表 6−1〉定年制度・定年年齢

〈図表 6−2〉定年後の継続雇用制度
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（３）再雇用制度	

	 再雇用制度の対象となる従業員についてみると、「希望者全員に適用」すると回答した企業が 65.6％、

「労使協定で定めた基準に該当する者」と回答した企業が34.4％であった。	

	 また、定年時と比較した賃金については、「定年時より低下」と回答した企業が90.4％であり、賃金低下

率は「30％以上40％未満」（26.5％）、「20％以上30％未満」（26.1％）、と回答した企業が多かった。	

＜図表６－３＞再雇用制度
（単位：社、％）

希望者全員に

適用

労使協定で定

めた基準に該

当する者

定年時より

低下

定年時と

同一
10%未満

10%～20%

未満

20%～30%

未満

30%～40%

未満

40%～50%

未満
50%以上

659 432 227 627 567 60 517 42 93 135 137 82 28

(100.0) ( 65.6) ( 34.4) (100.0) ( 90.4) ( 9.6) (100.0) ( 8.1) ( 18.0) ( 26.1) ( 26.5) ( 15.9) ( 5.4)

記入

企業数

調査産業計 673

再雇用制度

採用企業数

対象者 定年時と比較した賃金 賃金低下率

記入

企業数

記入

企業数

	

	

＜図表６－４＞再雇用制度における最長雇用年齢
（単位：社、歳、％）

平均年齢 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳以上

550 - 3 - 2 476 - - - - 69

(100.0) - ( 0.5) - ( 0.4) ( 86.5) - - - - ( 12.5)
調査産業計 673 66.0

再雇用制度

採用企業数

記入

企業数

	
	

	

（４）勤務延長制度	

	 勤務延長制度の対象となる従業員についてみると、「希望者全員に適用」すると回答した企業が 73.9％、

「労使協定で定めた基準に該当する者」と回答した企業が26.1％であった。	

	 また、定年時と比較した賃金については、「定年時より低下」と回答した企業が51.8％であり、賃金低下

率は「10％以上20％未満」（35.2％）と回答した企業が最も多かった。	

＜図表６－５＞勤務延長制度
（単位：社、％）

希望者全員に

適用

労使協定で定

めた基準に該

当する者

定年時より

低下

定年時と

同一
10%未満

10%～20%

未満

20%～30%

未満

30%～40%

未満

40%～50%

未満
50%以上

115 85 30 114 59 55 54 12 19 11 8 2 2

(100.0) ( 73.9) ( 26.1) (100.0) ( 51.8) ( 48.2) (100.0) ( 22.2) ( 35.2) ( 20.4) ( 14.8) ( 3.7) ( 3.7)

記入

企業数

調査産業計 121

勤務延長

制度採用

企業数

対象者 定年時と比較した賃金 賃金低下率

記入

企業数

記入

企業数

	

	

＜図表６－６＞勤務延長制度における最長雇用年齢
（単位：社、歳、％）

平均年齢 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳以上

88 - 2 - - 51 - - - - 35

(100.0) - ( 2.3) - - ( 58.0) - - - - ( 39.8)
調査産業計 121 67.4

勤務延長

制度採用

企業数

記入

企業数

	

	

	

	

	

	

	

	

〈図表 6−3〉再雇用制度

〈図表 6−5〉勤務延長制度

〈図表 6−6〉勤務延長制度における最長雇用年齢

〈図表 6−4〉再雇用制度における最長雇用年齢
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７	 退職金制度（集計表	 第７表－①～⑦）	

（１）退職金制度の状況	

集計企業のうち、退職金制度について「制度あり」と回答した企業が69.8%、「制度なし」と回答した企

業が 29.5%であった。また、「制度あり」と回答した企業の 70.4%が「退職一時金のみ」と回答しており、

25.9%が「退職一時金と退職年金の併用」と回答した。	

 

＜図表７－１＞退職金制度の状況
（単位：社、％）

退職一時金
のみ

退職一時金
と退職年金
の併用

退職年金
のみ

995 695 489 180 26 294 6

(100.0) ( 69.8) ( 29.5) ( 0.6)

<100.0> < 70.4> < 25.9> < 3.7>

調査産業計

集計
企業数

制度あり 制度なし 無記入

 
	

（２）退職一時金の支払準備形態	

退職一時金制度の支払準備形態をみると、「社内準備」と回答した企業が63.1%で最も多く、次いで、「中

小企業退職金共済制度」と回答した企業が50.2%であった（複数回答）。	

＜図表７－２＞退職一時金の支払準備形態

社内準備
中小企業退
職金制度

特定退職金
共済制度

退職金保険
その他の
社外準備

無記入

669 422 336 42 74 56 7

(100.0) ( 63.1) ( 50.2) ( 6.3) ( 11.1) ( 8.4) ( 1.0)

（単位：社、％）

退職一時金
制度導入
企業数

複数回答

調査産業計

	

	 	 	 	

（３）退職一時金の算出方法	

退職一時金の算出方法をみると、「退職金算定基礎額×支給率」と回答した企業が41.4%で最も多く、次

いで、「勤務年数に応じた一定額」と回答した企業が21.7%であった。	

	 	 	

＜図表７－３＞退職一時金の算出方法
（単位：社、％）

669 277 27 145 115 66 39

(100.0) ( 41.4) ( 4.0) ( 21.7) ( 17.2) ( 9.9) ( 5.8)

無記入
退職一時金

制度導入

企業数

調査産業計

退職金算定基

礎額×支給率

退職金算定基

礎額×支給率

＋一定額

勤務年数に応じ

た一定額

ポイント制

（退職金ポイント

×ポイント単価）
その他

	

	

〈図表 7−1〉退職金制度の状況

〈図表 7−2〉退職一時金の支払準備形態

〈図表 7−3〉退職一時金の算出方法
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（４）退職金算定基礎額の算出方法	

退職金算定基礎額の算出方法をみると、「退職時の基本給」と回答した企業が38.2%で最も多く、次いで、

「退職時の基本給×一定率」と回答した企業が35.5%であった。	

＜図表７－４＞退職金算定基礎額の算出方法
（単位：社、％）

304 116 108 4 17 48 8 3

(100.0) ( 38.2) ( 35.5) ( 1.3) ( 5.6) ( 15.8) ( 2.6) ( 1.0)
調査産業計

退職時の

基本給

退職時の基本

給×一定率

退職時の基本

給＋手当

（退職時の基

本給＋手当）

×一定率

別テーブル
方式

その他 無記入
退職金算定基

礎額制度導入

企業数

	

	

（５）退職一時金受給のための最低勤続年数	

退職一時金受給のための最低勤続年数をみると、「3 年」と回答した企業が、自己都合退職（50.5%）、

会社都合退職（28.3%）ともに、最も多かった。	

＜図表７－５＞退職一時金受給のための最低勤続年数
（単位：社、％）

1年未満 1年 2年 3年 4年 5年以上 無記入

669 10 105 92 338 12 54 58

(100.0) ( 1.5) ( 15.7) ( 13.8) ( 50.5) ( 1.8) ( 8.1) ( 8.7)

1年未満 1年 2年 3年 4年 5年以上 無記入

669 64 175 59 189 7 34 141

(100.0) ( 9.6) ( 26.2) ( 8.8) ( 28.3) ( 1.0) ( 5.1) ( 21.1)

調査産業計

（単位：社、％）

退職一時金
制度導入
企業数

自己都合退職

調査産業計

退職一時金
制度導入
企業数

会社都合退職

	

	

	

	

	

	

	

	

	 	 	 	

	

〈図表 7−4〉退職金算定基礎額の算出方法

〈図表 7−5〉退職一時金受給のための最低勤続年数
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（６）退職一時金の特別加算制度	

退職一時金の特別加算制度をみると、特別加算企業制度がある企業は38.1%で、ない企業は 58.7%であっ

た。また、特別加算企業制度があると回答した企業の86.7%が「功労加算」、20.0%が「業務上死傷病」と回

答した。（複数回答）。	

＜図表７－６＞退職一時金の特別加算制度
（単位：社、％）

功労

加算

役付

加算

年齢

加算

業務上

死傷病

業務外

死傷病

早期

退職者

優遇

無記入

669 255 221 43 12 51 24 13 1 393 21

(100.0) ( 38.1) ( 58.7) ( 3.1)

<100.0> < 86.7> < 16.9> < 4.7> < 20.0> < 9.4> < 5.1> < 0.4>

調査産業計

注）「制度あり」の内訳項目は複数回答のため、「制度あり」と回答した企業数と一致しない。

退職一時金

制度導入

企業数

制度あり 制度なし 無記入

	

	 	 	 	

	

（７）退職年金の支払準備形態	

退職年金の支払準備形態をみると、「確定拠出企業年金（企業型）」と回答した企業が37.4%で最も多く、

次いで、「確定給付企業年金」と回答した企業が36.9%であった（複数回答）。				 		

＜図表７－７＞退職年金の支払準備形態
（単位：社、％）

確定拠出年金

(企業型)

確定給付

企業年金
厚生年金基金

企業独自の

年金
その他 無記入

206 77 76 62 6 11 13

(100.0) ( 37.4) ( 36.9) ( 30.1) ( 2.9) ( 5.3) ( 6.3)

注）複数回答のため、合計は集計企業数と一致しない。

退職年金

制度導入

企業数

複数回答

調査産業計

	

	 	 	 	

	

〈図表 7−6〉退職一時金の特別加算制度

〈図表 7−7〉退職年金の支払準備形態
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８	 モデル退職金（集計表	 第８表）	

モデル退職金（卒業後すぐに入社し、普通の能力と成績で勤務した場合の退職金水準）をみると、定年時

の支給金額は、高校卒が10,829千円、高専・短大卒が10,305千円、大学卒が11,389千円であった。	

また、モデル退職金支給額をモデル所定時間内賃金で除した支給月数をみると、定年時の支給月数は、高

校卒が27.3月、高専・短大卒が25.0月、大学卒が25.4月であった。	

＜図表８－１＞モデル退職金

支給金額（千円） 支給月数 支給金額（千円） 支給月数

10 28 912 3.9 1,222 5.3

15 33 1,747 6.8 2,257 8.7

20 38 2,982 10.2 3,617 12.4

25 43 4,447 13.8 5,235 16.3

30 48 6,171 17.4 7,040 19.9

- - 10,829 27.3

10 30 959 3.9 1,274 5.1

15 35 1,862 6.6 2,356 8.4

20 40 3,130 9.9 3,762 11.9

25 45 4,681 13.3 5,407 15.4

30 50 6,357 16.5 7,165 18.6

- - 10,305 25.0

10 32 1,148 4.1 1,527 5.5

15 37 2,251 7.1 2,847 8.9

20 42 3,805 10.3 4,577 12.4

25 47 5,626 14.4 6,467 16.6

30 52 7,490 17.7 8,560 20.2

- - 11,389 25.4

自己都合退職

年齢勤続年数

高

専

・

短

大

卒

定年

高

校

卒

会社都合退職

大

学

卒

定年

定年

学歴

	
	

	

	

	

	

	

	

〈図表 8−1〉モデル退職金
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＜図表８－２＞モデル退職金（退職一時金のみの企業）

今回調査
平成26年

調査

平成24年

調査
今回調査

平成26年

調査

平成24年

調査

10 28 897 831 896 1,166 1,134 1,203 

15 33 1,714 1,651 1,727 2,168 2,133 2,224 

20 38 2,904 2,854 2,935 3,452 3,524 3,580 

25 43 4,326 4,357 4,485 5,014 5,156 5,182 

30 48 6,038 6,022 6,175 6,818 7,029 6,959 

－ － － 10,416 11,487 10,758 

10 30 934 940 959 1,174 1,259 1,324 

15 35 1,804 1,880 1,853 2,178 2,389 2,384 

20 40 3,065 3,254 3,116 3,524 3,955 3,771 

25 45 4,543 5,000 4,755 5,026 5,838 5,530 

30 50 6,224 6,907 6,354 6,785 7,957 7,245 

－ － － 9,658 11,848 10,826 

10 32 1,102 1,130 1,086 1,410 1,563 1,476 

15 37 2,144 2,216 2,142 2,591 2,893 2,741 

20 42 3,625 3,796 3,648 4,172 4,734 4,398 

25 47 5,318 5,796 5,443 5,850 6,847 6,276 

30 52 6,973 8,098 7,401 7,691 9,370 8,262 

－ － － 10,164 12,766 11,659 

大

学

卒

定年

定年

学歴 年齢勤続年数

高

専

・

短

大

卒

定年

高

校

卒

自己都合退職支給金額（千円） 会社都合退職支給金額（千円）

	
	

〈図表 8−2〉モデル退職金（退職一時金のみの企業）
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＜図表８－３＞モデル退職金（退職金一時金と退職年金を併用している企業）

今回調査
平成26年

調査

平成24年

調査
今回調査

平成26年

調査

平成24年

調査

10 28 966 1,016 1,043 1,359 1,370 1,364 

15 33 1,905 1,928 2,093 2,515 2,498 2,586 

20 38 3,319 3,445 3,577 4,103 4,173 4,181 

25 43 4,950 5,294 5,530 5,886 6,065 6,238 

30 48 6,803 7,588 7,556 7,782 8,585 8,462 

－ － － 12,180 13,382 12,038 

10 30 1,066 1,119 1,134 1,555 1,520 1,527 

15 35 2,123 2,202 2,254 2,914 2,829 2,906 

20 40 3,522 3,741 3,957 4,572 4,572 4,710 

25 45 5,368 5,904 5,989 6,678 6,731 6,894 

30 50 7,161 8,613 8,285 8,566 9,370 9,303 

－ － － 12,353 13,546 12,667 

10 32 1,234 1,406 1,414 1,764 1,893 1,660 

15 37 2,500 2,729 2,515 3,387 3,522 3,221 

20 42 4,250 4,750 5,099 5,452 5,726 5,209 

25 47 6,390 7,237 6,845 7,869 8,400 7,843 

30 52 8,644 10,555 10,730 10,471 11,732 10,558 

－ － － 13,966 15,534 13,404 

年齢

自己都合退職支給金額（千円） 会社都合退職支給金額（千円）

勤続年数

高

専

・

短

大

卒

定年

高

校

卒

大

学

卒

定年

定年

学歴

	
	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

〈図表 8−3〉モデル退職金（退職一時金と退職年金を併用している企業）
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